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要　　　　　旨

　ふるさと納税は、平成20年度における税制改正において導入された制度である。自治体に対し
て寄附を行った場合には適用限度額を超える部分について、一定の上限まで、原則として所得税
及び個人住民税から全額控除されるという仕組みである。これは、納税者が「ふるさと」や「応
援したい」と想う自治体に寄附を行うために税制上支援するものである。制度の導入から10年が
経過する現在、制度を執行する上での課題やふるさと納税における本質的な問題点はないのであ
ろうか。
　本稿ではふるさと納税制度を整理し、同制度の課題について、寄附金の観点から考察するもの
である。
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は　じ　め　に

　ふるさと納税の構想は、平成18年10月、当時の福井県知事西川氏による、故郷寄附金控除導入
の提案に端を発する。これは、地方で育ち都市で働き、退職後は地方に戻るという人の循環を踏
まえ、地方が子どもを育むのに費やした行政コストを都市から回収する手段はないかという問題
意識から、納税者が故郷の自治体に寄附を行った場合に、それに見合う税額を所得税と住民税か
ら控除するという制度である。つまり、納税者が「ふるさと」や「応援したい」と想う自治体に
寄附を行うために税制上支援するものである。
　しかし、納税者自身が納税先を選択し、納税するという仕組みについて、問題点はないのであ
ろうか。また、税の一部を各自治体に納付するという行為を、寄附として取り扱うことについ
て、そもそも問題点はないのであろうか。
　このようなことから、本稿ではふるさと納税制度を整理し、同制度の課題について、寄附金の
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観点から考察するものである。以下、Ⅰにおいては、ふるさと納税の概要について紹介し、Ⅱに
おいては、ふるさと納税の仕組みについて整理する。Ⅲにおいては、ふるさと納税における住民
税控除と税額控除の導入について考察する。Ⅳにおいては、非営利組織における寄附金控除につ
いて紹介する。さらに、各国における寄附金控除制度について説明する。Ⅴにおいては、ふるさ
と納税制度を活かした事例として、福井県池田町のまちづくり自治制度について紹介する。最後
に、ふるさと納税の課題について考察し、本稿の結論とする。

Ⅰ.　ふるさと納税の概要

　ふるさと納税は、主として都市と地方の税収格差是正の一環として位置づけられていたのであ
る。平成19年５月に当時の菅総務大臣が「都会に住んでいても、自分を育んでくれた『ふるさ
と』に自分の意思で、いくらかでも納税できる制度があっても良いのではないか」と発言し、制
度創設に向けて研究会を立ちあげる方針を明らかにし、これを受けて同年６月１日に総務省が
「ふるさと納税研究会」が立ち上がり第１回研究会が開催された。10月５日には、ふるさとに対
する納税者の主体的な貢献を可能にする税制上の仕組みの実現に向けて諸課題について幅広く研
究・検討した『ふるさと納税研究会報告書』がまとめられ、その報告書の内容は、ほぼそのまま
地方税法等改正案に盛り込まれて翌年の通常国会に提出され、平成20年４月30日に成立した。

Ⅱ.　ふるさと納税の仕組み

（1）控除額
　各自治体に対する寄附金額に応じて所得税及び個人住民税が減額される。
　具体的には、①所得税分、②住民税分、③住民税の特例分の３つに分かれる。
①　所得税分
　寄附金（総所得金額等の額の40％を限度）から2,000円を差し引いた金額を所得金額から控除
する。つまり所得税においては、寄附金控除は所得控除という形式で控除がなされ所得税額の減
額となる。

表１　所得金額と控除額

資料：ふるさと税務研究会より引用

258



ふるさと納税制度の課題

　以下の金額が所得税額から控除される。
　（寄附金－2,000円）×所得税率 ※
　※復興特別所得税（所得税率×2.1％）を加算した率。

②　住民税分
　寄附金（総所得金額等の額の30％を限度）から2,000円を差し引いた金額の10％を税額控除す
る。
　（寄附金－2,000円）×  10％ ※
　※標準税率の市町村民税6％、都道府県民税4％
　（ただし、指定都市の場合は市町村民税8％、道府県民税2％）
③　住民税の特例分
　住民税所得割額（以下、住民税）の20％を限度に、寄附金から2,000円を差し引いた金額に下
表２の割合を乗じた金額を税額控除する。
　（寄附金－2,000円）×表２の割合
　※ただし、住民税所得割額の20％を限度とする。

（2）手続き
　寄附金控除を受けるためには、寄附者が、都道府県・市町村が発行する領収書等を添付して申
告を行う。
　所得税の確定申告を行う者は住民税の申告は不要であるが、所得税の確定申告を行わない者
は、住所地の市町村に住民税の申告を行う必要がある。
　なお、所得税については寄附を行った年分の所得税から控除されるが、個人住民税については
寄附を行った年の翌年度分の住民税から控除される。
　このように、所得税からの控除と、住民税からの控除は②基本控除と③の特例分の合計額が税
額控除されるのである。特例分の控除については、納税者の住民税所得割額の20％が上限となっ
ている。
　つまり、全体の控除額は、①＋②＋③となる。控除額は最大で寄附金控除対象額と同額とな
り、2,000円の自己負担で寄附を行うことができることとなる。

表２　所得金額と人的控除

資料：ふるさと税務研究会より引用
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　では、寄附という観点から導入されたふるさと納税において、このような住民税からの控除、
高い税額軽減効果が期待できる税額控除を導入することについて、問題点はないのであろうか。
以下において、住民税控除、税額控除について考察する。

Ⅲ.　ふるさと納税と住民税控除等の論点

（1）住民税控除
　住民税とは、都道府県が徴収する都道府県民税と、市町村が徴収する市町村民税（東京23区は
特別区民税）の総称である。住民税を徴収する目的は、地方自治体による教育、福祉、消防、ゴ
ミ処理などの行政サービスを行うための資金確保であり、一定額以上の収入がある者から、その
額に応じて税負担させるというものである。
　つまり、住所地の地方自治体から受ける行政サービスの対価であり、応益負担の原則と呼ばれ
るものである。応益負担の原則とは、国や地方自治体の提供する行政サービスの受益の大きさに
応じて税負担をすべきであるという考え方であり、行政サービスを購入する料金ともいえる。応
益負担の原則においては、同じ行政サービスについては所得には関係なく同じ税額と言うことに
なる。
　住民税は、提供するサービスが地域的に限定されて、受益と負担の関係が見えやすいことなど
からこの受益者負担原則によりなじむとされている。
　つまり、住民税は、住所地以外の地方自治体に個人の住民税の課税権を認めることはできない
のである。
　しかし、ふるさと納税については、納税者の意思により、任意に納税先を選択できる仕組みと
なっているのである。本来、住民税は、納税者が住所地を有する自治体に、行政サービスの対価
として納付するものである。本人の意思により、住民税の一部を他の自治体に納付する者と、住
民税の全額を住所地の自治体に納付する者とが、同じ行政サービスを受けるというのは、公正性
を侵害するものである。
　このような理由により、ふるさと納税においては、寄附金控除方式が採られることとなったの
である。
　この寄附金控除方式について、片山（2008）は、寄附金税制の拡充という形を採ってもなお、
実質的な面を捉えて、応益負担の原則や負担分担の原則と相容れないと述べている。
　また、池上（2007）は、寄附金控除は寄附金対象団体が寄附を受ける機会を拡大するという優
遇措置という性格を持つもので、その控除対象は政策主体である各自治体が決定すべきものであ
ると述べ、国が一律に控除対象を決めることに対して疑問を呈している。
　神野（2007）は、税をどのように負担し、集めた税を何に使うかは、本来、議会を通じて社会
全体の共同意思として決めるものであると論じ、住民税の分割方式は財政民主主義の考え方に反
すると指摘している。
　一方、中里（2007）は、住民税は実際には応能的な性格を併せ持つ課税になっていると述べ、
受益と負担の概念はふるさと納税導入の是非を判断する上で決め手とはならないと論じている。
　筆者は、片山らが述べるように、寄附金控除方式による際においても、応益負担の原則を鑑み
れば、住民税の分割納付は租税の強制性の点で問題があるものと考える。
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（2）所得控除と税額控除
　所得控除とは、税率をかける前の所得から寄附金額を控除するものであり、この場合、寄附金
の全額を控除しても、それに税率を乗じた額しか税額軽減効果がない。
　一方、税額控除とは、税率をかけた後の納税額から控除するものであり、高率の税額控除を設
定することで税額軽減効果を高めることができる。
　以上の理由により、ふるさと納税は、所得控除よりも高い税額軽減効果が期待できる税額方式
が採られている。税額方式の導入について、野口（2007）は、寄附金税制に税額控除を導入する
のは、自己犠牲を伴う利他的行為としての寄附の本質と相容れないと指摘する。筆者も、ふるさ
と納税を寄附金として考えるのであれば、非営利組織に対する寄附金控除制度との整合性からも
疑問を呈する。そもそも、寄附行為とは、経済的利益の無償の供与であり、野口が指摘するよう
に、寄附の本質は自己犠牲を伴う利他的行為なのである。ふるさと納税に税額控除方式を導入す
ることは、高い税額軽減効果が期待できるものであり、これは寄附の本質とはずれていると言わ
ざるを得ないものと考える。
　では、非営利組織に対する寄附金控除制度については、いかなる仕組みであろうか。以下にお
いて紹介する。

Ⅳ.　非営利組織における寄附金控除の仕組み

（1）控除額
　まず、個人が一般のNPO法人に対して寄附をした場合には、寄附控除は一切認められていな
い。しかし、認定NPO法人に寄附をした場合には、「税額控除」1）と「所得控除」2）との選択制
により寄附金控除が認められている。
　これに対して、法人が一般のNPO法人に対して寄附をした場合には、所得金額と資本等の金
額によって決まる上限（資本金等の額の0.25％＋所得金額の2.5％）×1/2まで損金算入できるこ
ととされている。さらに、認定NPO法人に寄附をした場合、この損金算入枠と別枠で上限が設
けられており、（資本等の額の0.25％＋所得金額の5％）×1/2間で損金算入ができる。
　「法人寄附に対する寄附金控除が1942年に、個人寄附に対する寄附金控除は、1962年に導入さ
れた。個人寄附への寄附金控除は、導入当時は20％の税額控除であったが、1962年の税制改正で
所得控除方式へ転換した」3）。
　当時はその理由として、「寄附金課税制度における所得控除方式の採用は、高額所得者への税
負担の軽減というインセンティブを与え寄附の形で公益活動に参加してもらう」4）ということ
や、「税額控除の算定方式が複雑であったことや、所得の多寡にかかわらず軽減割合が一定であ
ることが寄附者にとって評判が良くなかった等が挙げられた」5）のである。

（2）個人の寄附の現状
　上述のように寄附のインセンティブを高め寄附を増加させるという政策目的で導入された所得
控除方式であったが、「総務省家計調査年報」6）によると、個人の寄附総額はこの20年間概ね年
間1,500億円程度で推移している。また、日本ファンドレイジング協会編『寄附白書2010』によ
れば、個人と企業を合わせた寄附金は6,500億円から１兆円程度の規模となっており、これは名
目GDP比でみると、0.1～0.2％という規模であり、アメリカの1.87％やイギリスの0.87％に比べる
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と非常に低い水準にあるといえる。このような背景から草の根の寄附を促進するため、認定
NPO法人に対する寄附については、税額控除を新たに導入し、所得控除との選択制とすること
となったのである。
　このように、一般のNPO法人、認定NPO法人、ふるさと納税における各自治体に対する寄附
金控除には差異があることがわかる。日本の非営利組織は欧米諸国と比較すると財政基盤が弱
く、活動資金も寄附に頼らざるを得ないのである。ふるさと納税が寄附控除方式を採っているの
であれば、非営利組織に対する寄附金との整合性を図るべきである。
　また、ふるさと納税は、寄附金の拡充を背景として、高い税額軽減効果が求められる税額控除
が導入されたが、主要各国の寄附金控除は税額控除を導入しているのであろうか。以下において
確認する。

（3）寄附金控除制度の国際比較
①　主要国の寄附金控除
　まず、主要国の寄附税制の特徴を明らかにするために、主要各国の寄附金控除制度を比較す
る。アメリカ、イギリス、ドイツでは所得控除であり、フランス、ニュージーランドなどでは税
額控除となっている。このように、税額控除を導入している国が多いというわけではないという
ことがわかる。
　そこで、所得控除を導入しているアメリカを取り挙げ、寄附税制と個人寄附の実績との関連を
見る。アメリカでは、「寄附を行った個人は、原則として調整粗所得の50％を上限に、寄附額の
所得控除が認められている」7）のである。この ｢所得税の寄附控除は、創設以来、所得控除の方
式によっている。この方式では寄附控除は項目別控除であるため、概算控除を利用した方が有利
な中低所得者層が寄附を行っても利益を得られない仕組み」8）となっている。このため、低中所
得者層の多くは、実質的に寄附税制を受けられないのである。
　つまり、多くの低中所得者層にとって、寄附による税制上のメリットはないというものであ
る。
　このような不公平な仕組みであるにもかかわらず、アメリカにおける個人の寄附は非常に多
く、「個人からの寄附が寄附全体の４分の３を占めている。2006年は2,229億ドル（75.6％）2009
年では2,227億円（75％）」9）となっている。実に「国家予算の約１割にも達する」10）のである。
これが意味するものは、一般大衆には寄附金控除の恩恵が及ばないにも拘わらず、寄附は行われ
ているということである。
　このようなことから、寄附税制の優遇措置と寄附金額の多さは比例していないということであ
り、必ずしも寄附税制が寄附行動に影響を及ぼすものではないということである。

②　NPOの役割
　では、アメリカの寄附文化を支えている多くの低中層所得者が寄附を行う要因はどこにあるの
であろうか。この点についてトクヴィル（1835）は「17世紀初頭よりヨーロッパから移民したイ
ギリス系アメリカの社会状態はすぐれて民主的である。植民地が生まれたときからすでにこの特
徴は明らかである。」11）と述べている。さらに彼は「合衆国の市民一人一人が、いわば、自分の
住む小さな共和国への関心を共通の祖国愛にまで拡大する。連邦を擁護することで、市民は地域
の一層の繁栄と、問題を自分たちで処理する権利とを擁護し、自分自身の富の増大に繋がるに違
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いない地域の改良計画実現への期待を表明する。」12）と論じている。このようにアメリカにおい
ては、歴史的に自助、共助の精神と習俗があり、このような精神が今日においても、多くの人が
積極的に慈善活動等に寄附を行い、ボランティアとして参加している社会状態を築いている。
　また、NPOの活動も慈善活動等に対する寄附に大きな役割を果たしているものと考える。こ
のNPOの役割について、サラモン（1999）は「NPOの役割は個人のイニシアティブによる公共
財の供給という不可欠の国民的価値を例証し、具現するものとして重要な役割を果たしてい
る」13）と述べている。
　一方、トクヴィル（1835）は「感情や意見を生み出し、人の心を大きく成長させるのは、人間
の他人に対する互恵的な影響だけであり…このような影響は本来、民主主義国家には皆無であ
り、それゆえこれらは人為的に創出されなければならず、これを唯一達成できるのが社団であ
る」14）と論じている。
　このようにアメリカでは、「NPOは社会資本と呼ぶものを創造し、維持するために重要な役割
を演じている」15）のである。この活気あるNPOが様々な公共サービスを提供しており、この存
在がアメリカの寄附文化の定着にとって大きな強みの一つとなっているのである。
　つまり、アメリカでは、寄附税制以前に慈善寄附は定着しており、寄附行動の要因は税制では
なく、正しいことを行っているという倫理的義務感からであるものと考える。
　アメリカの寄附文化は、際立った社会状態の民主化、観念、習慣等様々な要因が複雑に関係し
ていると考える。日本においても寄附文化を拡大させることが重要であり、そのためには、寄附
税制の拡充が必要であるということも考えのひとつではあるが、アメリカの寄附税制を鑑みる
と、寄附文化と税制は決して一様ではないと考える。
　このようなアメリカにおける寄附文化の醸成を鑑みると、ふるさと納税を寄附として取り扱う
ことに疑問を呈する。では、ふるさと納税はどのように活用すべきなのであろうか。自治体の中
には、ふるさと納税を有効に活用している事例がある。例えば、福井県池田町のまちづくり自治
制度である。ふるさと納税制度の役割はふるさと納税によって得られた収入をいかにして、志に
応えられる政策に活用できるかということにある。さらに、民間公益活動や寄附文化の促進を図
るためのものである。このような、ふるさと納税制度の本来の趣旨を検討するにあたり、ふるさ
と納税を用いて画期的な取組を行っている。その福井県池田町の「まちづくり自治制度」福井県
の事例を取り挙げ、納税者の貢献が可能となっている仕組みづくりを考察し、ふるさと納税の活
用について論じる。

Ⅴ.　福井県池田町の事例

（1）池田町の概要
　池田町は、福井県の東南部に位置し、岐阜県に接する典型的な「中山間地域」である。交通の
アクセスは、公共交通のバス便も少なく、自動車交通が基本である。町の人口は2,587人、高齢
化率43.11％（2019年１月末現在）町の面積の約92％は山林であり、農地は約500haと、農林業が
基盤という、のどかで豊かな日本の農村風景が広がる町である。　
　これまで、池田町では、清き水、きれいな空気、肥沃な土、豊かな文化を磨こうと「自助・共
助・公助」の理念、「相互扶助」の精神を基に様々な取組を展開している。
　この「池田町まちづくり自治制度」とは、池田町のまちづくりを応援するために寄附されたも
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のを、寄附をした者の意思に基づき、挑戦的で機知に富んだまちづくりの取組に充て、池田町の
個性の発展を図ることを目的に創設されたものであり、あらかじめ使途が決められた目的税とし
てではなく、使途が提案できる参画税として、池田町のまちづくりに有効に活用するための仕組
みである。このようなふるさと納税の寄附者の意向を尊重し、住民によるまちづくりに反映させ
る取組みは全国的にも珍しいものである。
　以下では、この独自性のある制度がどのように活用されているのかを紹介する。
（2）制度の概要
　池田町まちづくり自治制度とは、ふるさと納税制度により池田町に集まった寄附金を池田町
民、池田町内で活動を行う法人・NPO・その他各種団体が池田町内で行うまちづくり事業に交
付されるものである。寄附金の使途決定についてはまちづくり自治委員会で議論し決定される。
このまちづくり自治委員会の選任については、寄附を行う際、まちづくり自治委員への選出希望
が確認され、希望の意思を表明した者を中心に「池田町まちづくり自治委員会」の６名が選任さ
れるのである。東京在住などの遠方の委員については交通費など実費について負担される。任期
は毎年１月から翌年５月までとなっている。
　事業内容の提案方法については、年末年始で行われるまちづくり自治委員会において、提案者
が10分程度で直接、プランの目的、事業概要、PRポイント、実施することで期待される効果、
必要な事業費と算出根拠等のプレゼンテーションが行われる。その後、自治委員会で公共性の有
無、地域づくりの一端を担うものであるかどうか、挑戦的で機知に富んだものであるかどうか、
ふるさと納税で寄附をした者の意思を反映しているかどうかなどを熱心に議論し、使途、配分金
額を決定する。決定権はあくまでも自治委員会にあり、町は事務局だけを担い、町長をはじめ、
池田町議員（現在６名）も一切口を出さず、自治委員会に委任される。
　活動資金の規模については、毎年寄附された資金に町からの拠出金もあわせて、年間1,000千
円以上の基金を積み立て、それが原資となる。事業1件あたりの補助額は、原則１万円から10万
円までとし、かかる費用の80％以内とされる。なお、かかる費用が10万円の事業の場合、補助金
額は8万円以内となる。これらは、応募件数、事業内容等により補助金額が変更される場合があ
る。
　事業の実績報告については、事業の完了後、実績報告書と補助金請求書、領収書等の写しを提
出する。その際、２～３枚の写真を付けることとされている。事業活動は広報紙やホームページ
で紹介される。事業実施年度修了後に、再度委員会を開催し、決算及び事業評価を行い、その結
果は、公表されるとともに、寄附者全員に報告されるのである。これらの報告を行うことによ
り、寄附者からは、事業に対してネーミング、内容ともに非常に素晴らしかった、まちづくりへ
の意識がさらに浸透して欲しいとの高い評価が得られることもある一方で、実際に事業の現場を
見たいなどの要望が出される場合もある。このような様々な意見を投げかけることにより寄附者
も池田町のまちづくりの運営に関わっているものと考える。

（3）まちづくり自治制度とふるさと納税
　池田町のまちづくりの出発点は池田町に住む人口は、少子高齢化の時代において増加すること
は期待できないが、ある程度の人を確保しないと地域づくりはできないという思いから『まちづ
くり』という方向性が明確にされた。地域の活性化を図るということは、再度文化、自然や環境
という地域資源という宝を見直すことにより、人は入って来ないかもしれないが、町を出る人を
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防止するということである。例えば、「いけだ食の文化祭」など年に数回行われるイベントはイ
ベントによって外から人を呼び込み、人が来てもらう事を目的としているのではなく、外から人
が来ることによって地元の人が、われわれの地元へ人が来るという地元の人の地域再発見に繋が
るのである。子ども、学生、高齢者を巻き込みながら、住民が参加し、住民の手によって維持管
理できるようなまちづくりを目指し取り組んでおり、その中において、まちづくり自治制度とい
うものは、池田町の活性化資金に使って欲しい、老人ホームの充実に使って欲しいなど池田町を
よくするために使って欲しいという寄附者の思いに応えるための制度なのである。
　このような、まちづくり自治制度はふるさと納税を用いた画期的な取組であると考える。で
は、なぜ、このような取組が池田町では遂行できるのであろうか。
　その背景には、池田町の特性が大いに影響している。その特性とは、池田町は「平成の大合
併」 においても合併という選択肢を採らなかったことにより分権化が進んでおり、そのため独自
の施策が多いという点である。そして、その施策の支出については透明性が確保されている。ま
た、非営利組織が中心となり、住民参加の仕事おこしなど、自立と共生の理念を育み発展させ、
地域住民が主体的に関わるという新しい公共を拡大させているのである。
　池田町まちづくり自治制度は池田町の特性を背景とし、ふるさと納税を活用した住民自治の本
来の姿である。
　池田町まちづくり自治制度は、ふるさと納税制度の課題である寄附者が重視する使途の明確
性、有効活用、寄附方法の簡便性を備えたものであり、さらに、一人ひとりが自分たちにふさわ
しい公共を創造していくことができるものであるといえよう

Ⅵ.　ふるさと納税制度の課題と考察

　ふるさと納税における寄附金控除は、特例控除方式により税額控除が拡充されているため、納
税者にとって、寄附行為でありながら、自己負担が限りなく低くなっているのである。一方、非
営利組織に対する寄附金控除は、特例控除方式が採られていないため、個人の寄附に対するイン
センティブは低くなっている。非営利組織の活動資金は、一般的に寄附に依存する割合が高い。
これまで、非営利組織に寄附を行っていた個人が、インセンティブが高い自治体に寄附を行うよ
うになれば、非営利組織の活動に影響を及ぼすこととなるであろう。このように、自治体と非営
利組織に対する寄附において制度上の差異があることは、整合性という点から課題があげられ
る。ふるさと納税を寄附として扱うというのであれば、自己負担を伴わない寄附金の在り方には
疑問を呈する。
　アメリカにおける寄附文化の醸成を鑑みると、寄附金とは、自己犠牲、利他的行為なのであ
る。このような寄附金の意義を踏まえると、ふるさと納税を寄附税制の拡充という形式を採るこ
とに本質的な課題があるものと考える。
　また、応益負担の原則の観点から、納税者の意思により、住民税の納付先を任意に選択できる
仕組みは、公平性の観点から問題であるものと考える。
　また、制度執行上は、寄附金控除を受けるためには確定申告を行う必要があること、ふるさと
納税にかかる寄附金控除の仕組みが非常に複雑であるため、受けられる控除金額や最少の自己負
担金で可能な寄附の最高額などが分かりにくいなどの課題がある。
　さらに、使途の報告については、「研究会」16）の報告書において、寄附者の志に応えるため、
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何らかの形でその使途を明確にすることが望ましいと提言されたが、現在、地方税法において明
文化はされていないという現状である。

お　わ　り　に

　ふるさと納税は、寄附金控除方式を採っているが、経済的利益の無償の供与という、寄附金と
しての性格は非常に希薄なものであり、寄附の精神と相いれないものである。　
　ふるさと納税制度が導入され10年が経過しようとしている現在、地方税のあり方、民間の非営
利組織との寄附金税制の差異について改めて議論を行い、制度の抜本的見直しを検討する必要が
あるのではないであろうか。

注

１．‌�税額控除額＝（寄附金額－2,000円）×40％� ‌
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